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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting

 have Grade A Offer of Services in the

Kanto・Koushinetsu district, in terms of
the qualification for participating in ten‑

ders by Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism (Single qualifica‑

tion for every ministry and agency) in the

fiscal year 2025／2026／2027
 not be under suspension of nomination

by Director of Budget and Accounts Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tou‑

rism.

 acquire the electric certificate in case

of using the Electric procurement system

https://www.p-portal.go.jp/pps-web-biz/
 Time‑limit for tender : 17 : 00, 23, March,

2026

 Contact point for the notice :

MIYAHASHI Naoya, Seafarers Policy Di‑

vision, Maritime Bureau, Ministry of Land,

Infrastructure, Transport and Tourism, 2
1  3 Kasumigaseki, Chiyodaku, Tokyo
1008918 Japan TEL 0352538111 ex.
45119

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和８年１月７日
支出負担行為担当官
国土交通省不動産・建設経済局長

楠田 幹人

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 調達件名及び数量 令和８年度 土地・不
動産情報ライブラリの運用・保守業務 １式
（電子入札対象案件）
 調達件名の仕様等 入札説明書等による。
 履行期間 令和８年４月１日から令和９年
３月31日まで
 履行場所 不動産・建設経済局 地理空間
情報課
 入札方法 本案件は、技術提案書及び入札
書を提出し、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式で実施するものである。
入札及び書類の提出を電子調達システムで
行う対象案件である。なお、電子調達システ
ムにより難い場合は、紙入札方式参加願を提
出して紙入札方式で参加することができる。
本案件は予算決算及び会計令第85条の対象
案件である。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ又
はＢ等級に格付けされた関東・甲信越地域の
競争参加資格を有する者であること。
なお、上記の競争参加資格については、競
争参加資格格付けを証明する書類を添付する
こと。
 当該競争参加資格に係る申請の期限の日か
ら開札の日までの期間、国土交通省大臣官房
会計課長から工事請負契約に係る指名停止等
の措置要領（平成９年５月30日官会第1242号）
に基づく指名停止を受けていないこと。
 入札説明書及び仕様書の交付を受けた者で
あること。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。

 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等から排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納
がないこと。
 労働保険、厚生年金保険等の適用を受けて
いる場合、保険料等の滞納がないこと。
 会社更生法に基づき、更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づき
再生手続開始の申立てがなされている者でな
いこと。
 単独で本業務を担えない場合は、適正に業
務を遂行できる共同事業体（当該業務を共同
して行うことを目的として複数の民間事業者
により構成された組織をいう。以下同じ。）と
して参加することができる。その場合、入札
書類提出時までに共同事業体を結成し、代表
者を定め、ほかの者は構成員として参加する
ものとする。また、共同事業体の構成員は、
全ての資格を満たす必要があり、他の共同事
業体の構成員となること、又は、単独で入札
に参加することはできない。
なお、共同事業体で入札に参加する場合は、
共同事業体結成に関する協定書又はこれに類
する書類を作成すること。
 提案書提出日において本システムの運用・
保守業務の実施予定組織・部門が、情報セ
キュリティ管理基準である「ＪＩＳＱ27001」、
「ＩＳＯ／ＩＥＣ27001」又は「ＩＳＭＳ（情
報セキュリティマネジメントシステム）」の認
証を有していること。上記と同等の情報セ
キュリティ管理手順及び体制が明確化された
情報セキュリティマネジメントシステムを有
している事業者であること。（管理体制、情報
セキュリティマネジメントシステム運営規
程、情報セキュリティ管理手順規定等を提示
すること。）
 提案書提出日において、本システムの運
用・保守業務の実施予定組織・部門が、品質
マネジメントシステムの規格である「ＪＩＳ
Ｑ9001」又は「ＩＳＯ9001」（登録活動範囲が
情報処理に関するものであること。）の認定
を、業務を遂行する組織が有していること。
上記と同等の品質管理手順及び体制が明確化
された品質マネジメントシステムを有してい

る事業者であること。（管理体制、品質マネジ
メントシステム運営規程、品質管理手順規定
等を提示すること。）
 応札者は以下の実績を全て満たすこと。

ＧＩＳを利用した地図表示を行うWebシ
ステム・サービスを設計・開発・運用した実
績を過去５年以内に有すること。クラウド基
盤を利用したシステムを運用した実績を過去
５年以内に有すること。本システムと同規模
以上のデータを扱うデータベースを運用した
実績を過去５年以内に有すること。一般国民
等の不特定多数のユーザが利用するWebシ
ステムを設計・運用した実績を過去５年以内
に有すること。官公庁のシステムを運用した
実績を過去５年以内に有すること。
 落札者の決定に関する審査を行う外部有識
者（評価者）本人又はこれらの者と資本若し
くは人事面において関連のある事業者でない
こと。なお、上記の及びについては、
支出負担行為担当官が提出された証明資料等
により審査するものとする。
 本業務を直接担当する国土交通省全体管理
組織（ＰＭＯ）支援スタッフが、その現に属
する又は過去２年間に属していた事業者及び
この事業者の「財務諸表等の用語、様式及び
作成方法に関する規則」（昭和38年11月27日大
蔵省令第59号）第８条に規定する親会社及び
子会社、同一の親会社を持つ会社並びに委託
先事業者等の緊密な利害関係を有する事業者
は、入札には参加できない。

３ 落札者の決定方法
入札参加者は、技術提案書の提出と価格を

もって入札をし、次の各要件に該当する者のう
ち、総合評価の方法によって得られた数値（以
下「評価値」という。）の最も高い者を落札者と
する。
なお、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算して落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免除事業者であるかを
問わず、見積った契約金額の110分の100に相当
する金額を入札書に記載するものとする。
また、評価値の最も高い者が２者以上あると
きは、当該者にくじ引を引かせて落札者を決定
するものとする。
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